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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では，テストの公平性を担保するアプローチの一つとして，DIF（differential item 
functioning：特異項目機能）分析を利用した方法について検討を進めた。従来の DIF分析に対
して，対象集団数や順序付き多値型項目への対応といった理論的拡張が進められ，分析を実行
するためのコンピュータプログラムの開発，公開を行った。さらに，性格検査やうつ評価尺度
といった心理尺度，英語教育や日本語教育の現場で広く利用されている can do statement 尺度
への適用例を示し，その方法の妥当性を示すことができた。 
 
研究成果の概要（英文）： 

In this research, the fairness of tests was investigated using DIF analysis. I developed 
a new approach of DIF, which is applicable when there are more than three groups and 
polytomous items. A computer program (EasyDIF) was developed to calculate. To investigate 
the validity of this approach, surveys using psychological scales and can-do-statements 
scales were conducted. 
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１．研究開始当初の背景 
 人間の能力・特性を測定するために用いら
れる「テスト」に関して，信頼性や妥当性の
検討と同様に，テストの公平性に関しても客
観的に保証する必要がある。テスト品質保証
のためのガイドラインである「テスト・スタ
ンダード」（日本テスト学会，2007）におい
ても，「受検者は，テストの全ての過程にお
いて年齢，性，国籍，障害の有無などによっ
て差別されてはならない」と定められている
ことからも明らかである。この公平性を担保
するための有力な手法の一つとして，テスト
分析の一つである DIF（Differential Item 
Functioning：特異項目機能）を用いた方法

が存在する。DIF は「テストが測定しようと
している特性・能力が等しいにもかかわらず，
所属する下位集団によって正答率が異なる」
と定義され，国際的には，例えば PISA 調査
においても性差による公平性を担保するた
めに実施されている。しかしながら，我が国
において実際のテスト場面でそのような現
象が生じるということがあまり認識されて
おらず，DIF 分析が行われることはこれまで
ほとんど無かった。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は，熊谷ほか（2005）で提案
された「母集団分布を考慮した項目反応モデ
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ルによる DIF検出方法」を基軸とし， 
（１）方法の理論的整備を行い，従来の DIF

検出指標との比較検討を行う， 
（２）実際のテスト開発・分析場面における

DIF分析に際して，分析対象母集団数・
多値型項目などの拡張による本手法の
有効性，妥当性を提示する， 

（３）分析ソフトウェアを開発し，HP 等で公
開することにより，その成果を実用に
供する形で公表する， 

の 3点である。 
 
３．研究の方法 
 上記 3点の研究目的を達成するための方法
は，以下のようになる。 
（１）熊谷ほか（2005）で提案された「母集

団分布を考慮した項目反応モデルによ
る DIF検出方法」について，対象母集
団が 3つ以上の場合への拡張（熊谷，
2007）や，順序付き多値型項目への拡
張（熊谷，2010）といった理論的拡張
を整理・統合して学術雑誌へ投稿する。 

（２）（１）で整理・統合された方法につい
て，コンピュータによるシミュレーシ
ョン・データおよび実際の心理尺度に
おけるデータに対して適用し，従来用
いられてきた DIF 検出方法との比較検
討を行いながら，その特徴や有効性・
妥当性を検証する。 

（３）（１）で整理・統合された方法を実際
に計算するためのコンピュータ・プロ
グラムの作成を行い，フリーソフトと
して公開する。 

（４）実際に実施された様々なテストデータ
（心理尺度や can do statement 調査な
ど）に（１）で整理・統合された方法
を適用し，その，心理学分野で広く DIF
分析が活用されるための端緒を示す。 

 
４．研究成果 
（１）理論の整理・統合 
 本研究で提案され，理論の整理・統合が行
われた DIF検出方法の詳細は以下のようにな
る。 
①2値型項目・下位集団数が 2つの場合 
手続き 1 受検者数 N，項目数 n の項目反応

行列における項目 k について，DIF の存在
を検討する状況を考える。 

この時受検者集団は，下位集団 A（NA名）
と下位集団 B（NB名）から構成されるもの
とする。この項目反応行列の項目ｋについ
て，Thissen, Steinberg, & Wainer（1993）
による尤度比を用いた方法と同様に，項目
kAと kBという二つの項目に分割する。すな
わち，項目 kAについては，下位集団 Aの項
目反応をそのまま用いるが，下位集団 Bの
項目反応部分については欠測値とする。同

様に項目 kBについては，下位集団 A の項目
反応部分を欠測値とし，下位集団 B の項目
反応はそのまま用いる。 

手続き 2 手続き 1 で得られた N ×(n +1 )
の項目反応行列に対して，項目反応理論
（Item Response Theory：以下 IRT とする）
に基づく項目母数の推定を行う。項目母数
推定においては，多母集団モデルを適用し，
下位集団 Aおよび Bの母集団分布について
も推定を行う。これにより，項目ｋについ
ては，kAおよび kBという 2組の項目母数推
定値が得られ，また下位集団 Aの母集団分
布 gA(θ)と下位集団 Bの母集団分布 gB(θ)
が得られる。 

手続き 3 SIBTEST 法（Shealy & Stout, 1993）
と同様に，以下の式で項目 k において，指
標 Kを算出する。 

     



 . dgPPK TBA  （１） 

ここで PA(θ)，PB (θ)は，それぞれ kA

および kB の項目母数を用いた項目特性関
数であり，gT(θ)は母集団分布 gA(θ)およ
び gB(θ)に対して NAと NBの比率を乗じて
足し合わせた混合母集団分布である。指標
K は 2 組の項目特性曲線に挟まれた領域の
面積に対し，全体の母集団分布で重みづけ
をしたものであり，項目ｋについて下位集
団間での正答率差の期待値を表すもので
ある。 

 
②下位集団数が 3つ以上の場合 

下位集団数が 3 つ以上の場合において，
①の下位集団数が 2つの場合との相違点は
以下の通りである。 

手続き 1 項目ｋについて，下位集団数 L だ
け分割を行う。 

手続き 2 （N ×（n +L -1））の項目反応行
列に対して，項目母数の推定を行い，項目
kについて L組の項目母数の推定値を得る。 

手続き 3 （1）式を以下の式に変更する。 

      



 .minmax  dgPPK T  (2) 

ここで Pmax (θ)は，潜在特性尺度値上の
ある点θにおいて，L 組の項目特性関数の
中の最大値であり，同様に Pmin (θ)は，L
組の項目特性関数の最小値を示す。 

 
③順序付き多値型項目の場合 

DIF の存在を検討する項目 k が，5 件法
リッカート尺度のように順序付き多値型
項目の場合の，指標 K の計算手続きは以下
のようになる。 

手続き 1 ②と同様に DIF を検討する項目ｋ
について，下位集団数 L だけ分割を行う。 

手続き 2 （N ×（n +L -1））の項目反応行



列に対して，項目母数の推定を行う。使用
する項目反応モデルについて，順序付き多
値型項目に対応したものとしては，Graded 
Response Model （ Samejima, 1969 ） や
Generalized Partial Credit Model（Muraki, 
1992）などがあるが，ここではその別を問
わない。 

手続き 3 手続き 2 により，L 組の項目母数
推定値および項目反応カテゴリ特性関数
が得られる。各項目反応カテゴリ特性関数
について， 
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により，項目期待カテゴリ特性関数を算出
する。ここで C は項目 kのカテゴリ数，Plc 
(θ)は L組中 l番目のカテゴリ cに対する
項目反応カテゴリ特性関数である。 

手続き 4 以下の式により，指標 K を算出す
る。 

      



 .minmax  dgEEK T  (4) 

ここで Emax(θ)は，潜在特性尺度値上
のある点 θ において，L組の項目期待カ
テゴリ特性関数の中の最大値であり，同
様に Emin(θ)は，L 組の項目期待カテゴ
リ特性関数の最小値を示す。 

 
（２）方法の特徴，および有効性・妥当性の

検証 
①シミュレーション・データを用いた検討 
 様々な状況設定のもとでシミュレーショ
ン・データを発生し，指標 K と従来の DIF検
出方法（ Mantel-Haenszel 統計量および
SIBTEST 法）との比較検討を行った。これに
より， 
・Mantel-Haenszel 統計量におけるΔMH，およ
び SIBTEST 法におけるβ推定量と高い相関
を有する， 

・顕著に DIF が見られるとするΔMH ≧1.5 に
対応する指標 K の数値として（カテゴリ数
－1）×0.1が妥当である， 

・指標 Kは識別力母数の違いによる影響を強
く反映する， 

といったことが示された。 
 
②実際の心理尺度データを用いた検討 
  和田（1996）の Big Five 尺度の中の“外

向性因子”12項目を用いて，指標 Kの検討
を行った。調査協力者は 15 歳から 83歳の
男女 3612名（男性 1627 名，女性 1985 名）
であった。性別および年齢により，4 つの
下位集団を設定し DIF 分析を行なった。指
標 Kを用いた DIF検出においては，項目期
待カテゴリ特性曲線を表示することで，
DIF の特徴を視覚的に捉えることが可能と

なることが示された。 
 
（３）分析ソフトウェアの開発・公開 
 指標 Kの計算には繰り返し計算が必要であ
り，非常に煩雑な手続きが必要となるため，
これを容易に実行できる計算ソフトウェア
“EasyDIF”の開発を試みた。開発にあたっ
ては，既に初学者向けの IRT 分析ソフトウェ
アとして開発されている EasyEstimation（熊
谷, 2009）と同様のユーザー・インターフェ
ースを持ち，簡易なマウス操作のみで分析を
行うことができるように設計が行われた（図
1 参照）。 

図 1：EasyDIF 実行画面 
 
 積分計算については，θを Q個の離散点に
分割し，そのときの重みを A(θq)とする離散
近似による計算を採用した（ここで，q =1,2,
…,Q）。 

EasyDIF は，学術研究目的での利用に限る
フ リ ー ソ フ ト と し て ，
http://irtanalysis.main.jp/にて公開され
た。 
 
（４）実際のデータに対する適用 
①Birleson 自己記入式抑うつ評価尺度に対
する適用 
  子どもを対象とした抑うつ測定尺度で

ある Birleson 自己記入式抑うつ評価尺度
（DSRS-C）について，小学生集団，中学生
集団を下位集団として指標 Kによる DIF分
析を行なった。 

調査協力者 小学校 3～6 学年の児童お
よび中学校 1～2 学年の生徒 4638 名
（男性 2414 名，女性 2269 名）。ただ
し回答に不備のあったものを除いた
4630名を対象とした。 

尺度構成 DSRS-C（村田ほか，1996）を
用いた。回答選択枝は 3件法。谷ほか
（2010）に従い 2 因子構造を採用し，
「活動性および楽しみの減衰」尺度に
関して分析を行なった。 

結果 「家族と話すのが好きだ」という
項目において，中学生の方が「いつも
そうだ」と回答しにくい傾向が示され
た（指標 K=0.23）。 

 
②Big Five 尺度に対する適用 



（２）方法の特徴，および有効性・妥当
性の検証でもちいた Big Five 尺度のデー
タに対して，5 つの下位尺度全てに対して
指標 Kによる DIF分析を行なった。調査協
力者は（２）の時と同様であり，下位集団
の設定は男性・女性の 2つとした。 

結果 下位集団を男性・女性の 2集団に
した時の DIF分析については，尺度に
含まれる全 60項目において，DIF項目
は検出されなかった。 

 
③英語 Can-doリストに対する適用 
  日本人の英語学習者を対象に，ある一定

レベルの英語力があると認定された人が，
実際にどのようなことが英語を使ってで
きるかを調査するための英語 Can-do リス
ト（日本英語検定協会，2006）に対して，
指標 Kによる DIF分析を行なった。 

調査協力者 大学 1 年生 1370 名。下位
集団の設定は文系男子，文系女子，理
系男子，理系女子の 4 集団とした。 

尺度構成 英語 Can-doリストのうち，3
級から準 1 級の全 91 項目（読む、聞
く、書く、話す）を含む 134 項目。回
答方式は 4件法。 

結果 134項目中，20 項目で DIFが検出
された。身近な話題については，男子
より女子のほうが，社会的な話題につ
いては，女子より男子のほうが，より
できると回答する傾向が見られた。文
理で差がでる項目は聞くこと，読むこ
とに多かった。 

 
④日本語 Can-do-statements に対する適用 
  日本語の運用能力を測る自己評定尺度

と し て 開 発 さ れ た 日 本 語
Can-do-statements（三枝，2004）に対し
て，指標 Kによる DIF 分析を行なった。 

調査協力者 国内の日本語学校および
大学に所属する外国人学生 868名。下
位集団は，中国語母語話者 322名，韓
国語母語話者 407 名，その他の母語話
者 139名の 3集団とした。 

尺度構成 読む」，「書く」，「話す」，「聞
く」の 4 技能について，各 15 項目（合
計 60 項目）。7 段階評定であったが，
回答度数の関係で 5 段階に変換した。 

結果 21 項目で DIF が検出された。「そ
の他」集団は「読む」に自信が無く（自
己評定による日本語能力の水準が同
程度であっても「できない」に回答す
る傾向），「話す」は自信がある（「で
きる」に回答する傾向）ことが示され
た。 
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